中 小 企 業
この欄は、三田市にて使用いたします。
	課　長
	
	
	係
	担　当
	整理番号
	受　付　日
	原義確認

	
	
	
	
	
	
	令和　　年　　月　　日
	


三田市中小企業振興長期資金融資あっせん制度申込書

三　田　市　長　あて
下記のとおり事業資金を借り入れしたいので、三田市中小企業振興長期資金融資あっせん制度を申し込みます。

令和　　　年　　　月　　　日

	法人の
本店

所在地

または
個人の
住所地
	〒　　　－

(TEL　　　－　　　　－　　　　)
	営業所
支店

または

工場の
所在地
	〒　　　－
(TEL　　　－　　　　－　　　　)

	法人名

または商号名
	フリガナ
	

	
	
	

	代表者名または
氏名（自署）
	フリガナ
	

	
	
	

	従業者数
（代表者含む）
	人
	業種
	
	三田市での
創業年月
	年　　月


	申込内容
	金融機関
	(　　　　　支店）
	期　間
	　　　　　　か月

	
	金額
	円
	新規・借り換えの別
	新規・借り換え

	
	資金使途
	１　運転資金　　　　　　　　　　円

２　設備資金　　　　　　　　　　円

３　運転・設備資金　　運転　　　　　　　　　　円

設備　　　　　　　　　　円


個人情報の取り扱いに関する同意書

令和　　年　　月　　日

三　田　市　長　あて

住所

氏名(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔法人の場合は、法人名及び代表者名(代表者名は自署)を記入〕　　
私は、三田市中小企業振興長期資金融資あっせん制度を利用するにあたり、以下の事項について、同意いたします。

①　三田市中小企業振興長期資金融資のあっせん要件確認のため、三田市が下記に掲げる私に関する個人情報を必要な範囲で利用すること

②　三田市中小企業振興長期資金融資をあっせんするにあたり、三田市が保有する以下に掲げる私に関する個人情報を取り扱い金融機関及び兵庫県信用保証協会に対して提供すること

＜個人情報＞

｢三田市中小企業振興長期資金融資あっせん制度申込書｣「信用保証委託申込書」及び申し込み時に提出する書類に記載されたすべての事項

※　下記の｢委任状｣は申込人以外が三田市へ提出される際にご記入ください。
委　　任　　状

令和　　年　　月　　日

三　田　市　長　あて
委任者（融資申込人）　住所
氏名(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　
〔法人の場合は、法人名及び代表者名(代表者名は自署)を記入〕
私は、下記のものを代理人とさだめ、三田市中小企業振興長期資金融資あっせん制度申込書の提出についての権限を委任します。

（代理人）住所

氏名(自署)　　　　　　　　　　　　　　　　
〔金融機関担当者が代理人となる場合は、金融機関

名及び担当者名(担当者名は自署)を記入のこと〕
三田市中小企業振興長期資金融資のあっせんを受けるのに必要な書類

兵庫県信用保証協会及び金融機関へ提出の際には、融資を受けるために、その他の書類が求められる場合があります。

個人事業主の場合　　　１と２以外は、コピーでの提出が可能です。
□１　融資あっせん制度申込書、個人情報の取り扱いに関する同意書（この用紙です。）

□２　委任状(金融機関を通じて三田市へ提出する場合のみ)（この用紙です。）
□３　住民票の写し【発行後３か月以内のもの】
□４　信用保証協会申込書のうち（「信用保証委託申込書」「申込人（企業）概要」）

□５　市税納税証明（三田市分）【発行後１か月以内のもの】

※１　各税目直近２か年度分が必要です。

※２　市県民税、固定資産税（共有名義分を含む）、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税が対象です。
□６　印鑑登録証明書【発行後３か月以内のもの】
※　２回目以降の申込時は、氏名・住所・実印に変更がなければ提出不要です。
□７　（許認可等を必要とする業種のみ）その取得を証する書類の写し

□８　６か月以上の営業実績を証する書類(決算書の写し、確定申告の写し等)
□９　（設備資金の場合のみ）見積書や参考資料の写し

□10　（借り換えの場合のみ）当該融資の残高証明書

法人の場合　　　１と２以外は、コピーでの提出が可能です。
□１　融資あっせん制度申込書、個人情報の取り扱いに関する同意書（この用紙です。）
□２　委任状(金融機関を通じて三田市へ提出する場合のみ)（この用紙です。）
□３　履歴事項全部証明書（商業登記簿謄本）【発行後３か月以内のもの】
    ※　２回目以降の申込時は、登記事項に変更がなければ提出不要です。

□４　信用保証協会申込書のうち（「信用保証委託申込書」「申込人（企業）概要」「保証人等明細」）
□５　市税納税証明（三田市分）【発行後１か月以内のもの】
※１　法人名義のものと、保証人名義のものが必要です。

※２　各税目直近２か年度分が必要です。
※３　市県民税、法人市民税、固定資産税（共有名義分を含む）、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税が対象です。
□６　印鑑証明書及び印鑑登録証明書【発行後３か月以内のもの】
※１　法人名義のものと、保証人名義のものが必要です。
※２　２回目以降の申込時は、組織・名称・住所・実印に変更がなければ提出不要です。
□７　（許認可等を必要とする業種のみ）その取得を証する書類の写し

□８　６か月以上の営業実績を証する書類(決算書の写し、確定申告の写し等)
□９　（設備資金の場合のみ）見積書や参考資料の写し
□10　（借り換えの場合のみ）当該融資の残高証明書
